[Note] On the Theory of Effective Protection (3) by 山本 繁綽 & Yamamoto Shigenobu
[研究ノート] 実効保護率について(3)
著者 山本 繁綽
雑誌名 關西大學經済論集
巻 22
号 4
ページ 469-485
発行年 1972-12-20
その他のタイトル [Note] On the Theory of Effective Protection
(3)
URL http://hdl.handle.net/10112/14997
469 
研究ノート
実効保護率について (3)
?
本
?
綽
5. 非貿易財の導入1)
前節までは，非貿易財は存在しないと仮定して実効保護率を表わしてきた。すなわち，
産出財，投入財はすべて貿易の対象とすることができるとみなしてきた。けれども，建築，
土木，商業，金融，保険，運輸，通信，電力，ガス，水道，および，狭義のサービス業等
のサービスは貿易不可能である。こうしたサービスを非貿易財 (non-tradedgoods)2)ぁ
るいは，純国内財 (netdomestic goods)と呼ぼう。この節では，非貿易投入財とくに，
1) W.M. Corden, The Theory of Protection. Oxford University Press, Ely House, 
London, 1971 (ch. 5, 7) pp. 105~126, pp. 152~168, によるところが多い。実効保
護率における非貿易財の問題を取り上げたのは， "TheStructure of a Tariff System 
and the Effective Protective Rate". J.P. E. Vol. 74 (June 1966) pp. 226~228 
以来．コーデン教授の業績であり，このような形で取り上げた論者は他に存在していな
い。コーデン法，バラッサ法，スコット法も同教授の命名による。
2)このように，非貿易財とは，その性質上貿易ができない財（サービス）をいうのであっ
て．貿易するのが可能であるが，現実に貿易されていない財をいうのではない。これに
たいして，いままでの節で使われてきた輸入投入財という表現は，現実に輸入されてい
る投入財だけではなく，現実に輸入されていないが，輸入可能な投入財を含むものであ
る。したがって，厳密には輸入可能投入財と呼ばれるぺきであろう。なお，小稿とは関
係がないが，国際貿易理論における非貿易財の導入は比較的最近のことであり， R.Ko-
miya, "Non-Traded Goods and the Pure Theory of International Trade". 
International Economic R印iew,Vol. 8 (June 1967) pp. 132~152. I.A. McDougal, 
"Non-Traded Goods and the Transfer Problem". Review of Economic St叫ies.
Vol. 32 (1), (Jan. 1965) pp. 67~84. M. C. Kemp, T. 加 PureT. 加oryof Interna-
tional Trade a叫 Investment.Prentice-Hall, Englewood N. J. 1969. (ch. 6) pp. 
134~147. 等参照。
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非輸入投入財が溝入される場合に，実効保護率がどのように変更されるかを考察すること
にしよう。
1産出財， 1輸入投入財，そして， 1非貿易投入財からなる部分均衡モデルを想定しよ
う。また，前の各節と同様に固定的な投入係数を仮定しよう。さて，非貿易輸入財を含む
場合は，関税による産出財価格の上昇は，国内付加価値を引き上げるだけではなく，非貿
易投入財価格も引き上げることに注意していただきたい。 いま， 産出財 i財にたいする
関税率 t;がj財の価格を d朽だけ高めるとしよう。輸入投入財 i財にたいする関税率
むもいままで通り課せられているとしよう。そうすると，
dpj dPv dph dp; 
·=-=—+—+-1 幻 P; わ P;
Pv: 生産要素価格
加：非貿易投入財価格
となり，したがって，
ち=av;釦十ahjg叶 a;f;
叫＝令）：国内生産要素の投入係数
叫＝—p_h―)：非貿易投入財の投入係数P; 
叫＝警）
叫＝舟）
と書くことができる。 av;とahjはそれぞれ国内生産要素と非貿易投入財の投入係数に当
たるものであるが，それらの値は決して固定的でないことに注意する必要がある。固定的
なのは， そう仮定されている輸入投入財の投入係数 a;;だけである。 しかし， a,;+ahi
+a;i=lであるから， aiiが固定的であるためには， avj+ahjが固定的でなければなら
ないことになる。したがって，この場合の実効保護率は，国内生産要素と非貿易投入財と
についてそれぞれ次のように表わされるであろう3)。
g.= 
ti-a;;t; 
知+ahj.!J,_
Sh 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5.1.1) 
3) :rーデンはこれらを投入実効率 (inputeffective rate)と表現している。 Corden,
The Theory of Protection. op. cit., p. 155. 
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t1-a;;t; 恥＝．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・(5.1.2) 
知 +ao;立
S。
S。(=令条）：国内生産要素の供給の弾力性
sh(=且 dq)
q 布 ：非貿易投入財の供給の弾力性
このように表わされる実効保護率は重大な困難をもつ。それは，前述のようにaoJ,ah; 
は固定的でなく，どのように決定されるかについてなにも明らかにされていないからであ
る。非貿易財が存在する場合は， 国内生産要素の実効保護率は， （非貿易投入財の実効保
護率も同様に）決定されることができないのである。
けれども， 非貿易投入財は現実に存在するものであるから， 無視するわけにはいかな
い。そこで，非貿易投入財が存在する場合の実効保護率の測定方法として次のような近似
的な方法が考察されている。それらは， コー デン法， バラッサ法， スコット法といわれ
る。以下においては，それらの各方法を紹介するとともに，各方法による実効保護率の大
きさを比較しようと思う。
コーデン法 (Cordenmethod)4) 
これは非貿易投入財を国内生産要素と同一に取扱う方法である。
周知のように小国の仮定によって，輸入投入財は供給の弾力性が無限大で，その国際価
格が一定であるとみなされている。これにたいして，非貿易投入財は国内でのみ供給され
るのであるからその価格が一定とみなすことはできない。関税の賦課は，その商品の国内
生産に用いられる非貿易投入財の価格を高めるであろう。だから，非貿易投入財は，国内
生産要素と同様に，その供給の弾力性が有限であると仮定することが許されるであろう。
しかし，非貿易投入財の供給の弾力性は有限であっても，国内生産要素の供給の弾力性と
異なれば，実効保護率は簡単に求められない。したがって，コーデ公去では，非貿易投入
財の供給の弾力性と，国内生産要素の供給の弾力性とは同一であると仮定する。そうする
と，さきの (5.1.1)において s.=sh となるから コープン法による実効保護率は次の
ように表わすことができる。
4)これは後述のバラッサ法による取扱いを周知のうえで，コーデンが前記の論文 "The
Structure of a Tariff System and the Effective Protective Rate", で主張した
ことによる。
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gc= t;-a; 拍 t;-a;;t;＝．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・(5.1.3) 
av;+ah; 1-a;; 
このコーデン法による実効保護率の表示は， 1つの重要な仮定に依存している。それは
非貿易投入財がすべて国内生産要素のみによって生産され，輸入投入財がその生産に用い
られていないことである。すなわち，輸入投入財の間接投入がないと仮定されることであ
る。もし，非貿易投入財の生産に輸入投入財が用いられているならば，国内付加価値から
その分だけ差引かねばならず，実効保護率は，
gc'= t;-a;;t;-wa研w ............................. (5. 1. 4) 
1-a;;-wa~; 
w: 非貿易投入財の生産に用いられる輸入投入財の比率 O~w~l 
tが非貿易投入財の生産に用いられる輸入投入財の関税率
と変更される。これを修正されたコーデ吋去と呼ぼう。修正されたコーデン法と単なるコ
ーデン法との比較については，この節の最後のセクションで論じるつもりである。
バラッサ法 (Balassamethod) 5) 
これは非貿易投入財を輸入投入財と同一に取扱う方法である。したがって，非貿易投入
財の供給の弾力性は無限大で，その価格は一定と仮定することである。このような仮定は
労働の失業や資本の遊休設備が十分に存在する場合や，あるいは，規模の収益逓増が見ら
れる場合には許されるであろう。そこで，さきの (5.1. 1)において， s,→OO としよう。
そうすると，実効保護率は次のように表わすことができる。
gb=り-a;;f;=ち-a;;t; .................. ・・・・・・(5. 1. 5) 
a.; l-a;;-ah; 
この場合は，非貿易投入財と輸入投入財とを同一と見なすのであるから，非貿易投入財
5)バラッサ法はコーデン法より簡単であるから，多くの計測者によって用いられている。
B. Balassa, "Tariff Protection in Industrial Countries: An Evaluation". J.P.E. 
Vol. 73 (Dec. 1965) pp. 573~94. G. Basevi, "The United States Tariff Structure: 
Estimates of Effective Rates of Protection of United States Industries and In-
dustrial Labor", Review of Economics and Statistics. Vol. 48 (May 1966) pp. 
147~160等。
なお，バラッサ法とコーデン法の比較と説明は， B. Balassa, and Associates The 
Structure of Protection in Developing Countries. Johns Hopkins Press, 1971, 
(Appendix A) pp. 321 ~324. 参照。
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の投入係数 ah;は当然固定的と仮定されている。
473 
なお，この場合も非貿易投入財の生産に輸入投入財が用いられているならば，国内付加
価値からその分だけ差引かねばならず，実効保護率は，
gb'= t1-aが;-wahJfw ···················•"00·•"0'0'00·•·····················(5.1. 6) 
1-a;J-ahJ 
と変更されるであろう。これを修正されたバラッサ法と呼ぼう。同様に，単なるバラッサ
法との比較についてはこの節の最後のセクションで論じるつもりである。
スコット法 (Scottmethod)6) 
これはいま述べたバラッサ法を修正したものである。バラッサ法によると，非貿易投入
財の価格は輸入投入財価格と同じく関税がかけられても一定であった。しかし，非貿易投
入財の価格は，産出財にたいする関税や，輸入投入財にたいする関税によって補正的な変
化が生じると考えられる。それは次のように説明される。
はじめに，対内均衡と対外均衡がともに成立しているとしよう。説明を簡単にするため
に，輸入投入財は存在しないと仮定しよう。このことは議論に本質的な差異をもたらさな
い。いま，産出財に関税がかけられると，その輸入は減少し，それだけ対外黒宇が生じる
であろう。一方，関税の賦課による産出財の国内価格の上昇は，非貿易投入財価格の相対
的な低下を意味し，非貿易投入財にたいする超過需要を生むであろう。これは対内赤宇と
いうことができであろう。 1国全体としての需要額は1国全体としての供給額に等しいか
ら，この対内赤字と対外黒字とは絶対額において等しいはずである。ところで，非貿易投
入財にたいする超過需要は非貿易投入財価格をやがて高めるであろう。そして，非貿易投
入財価格の上昇は対内赤字を減少させるであろう。一方，非貿易投入財価格の上昇は，そ
れによって生産される産出財価格を高めるであろう。この産出財価格の上昇は，輸入の増
加と輸出の減少とをもたらし，対外黒字を減少させる働きをもつ。要するに，関税による
6) I. Little, T. Scitovsty and N. Scott, Industry and Trade in Some Developing 
Countries, OECD, Oxford University Press, London, 1970, pp. 169~177, pp. 
414~418, pp. 427~445. による。同書では「理想法 (idealmethod)」とされてい
る。ただし，同書はこのスコット法による計算結果は示されているが，スコット法その
ものの説明は必ずしも詳細ではない。小稿は Gorden,The Theory of Protection. op, 
cit., pp. 105~126, pp. 152~168. とくに前者の部分（一般均衡分析と為替レート調整）
による。
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産出財価格の上昇の結果生じた対内赤字と対外黒字とは，非貿易投入財価格の上昇によっ
て同時的に解消される。このようにして，関税の賦課によって非貿易投入財の価格は一定
率だけ上昇するものと考えられる。これは非貿易投入財に一定の価格上昇率に等しい関税
がかけられるものと考えてもよいであろう。したがって，スコット法による実効保護率は
次のように表わすことができる。
g•= t1-a柏ーahj柘 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5. l. 7) 1-a;1-ah; 
kh: 非貿易投入財価格の上昇率
問題は，この非貿易投入財価格の上昇率伶をどのようにして求めるかということであ
る。非貿易投入財価格の上昇は，それを用いて生産される産出財価格を高め，産出財の輸
出の減少と輸入の増加をもたらし，その結果，関税による対外黒字を解消させるところま
で達するであろう。対外黒字の解消は， 前述のように同時に対内赤字の解消となるから
である。第1図をみていただきたい。その第1象限は，輸出財の輸出供給曲線xxを，第
2象限は輸入財の輸入需要曲線MMをそれぞれ描いている。これらの財にたいする相手国
の輸入需要曲線と相手国の輸出供給曲線は，いずれも一定の OPの価格で横軸に平行に描
かれている。このことは，相手国が他の世界全体の国々を指し，したがって，輸入力も輸
／ l I X、
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出力も無限に近いと考えるからである。そして，いずれも価格がOPということは，輸出
財と輸入財の価格が等しくなるように数量の単位がとられていることである。当初，輸出
額OxE,.Pと輸入額 OmEmPが等しいとしよう。輸出財価格と輸入財価格が等しいので
あるから，このことは， 当初の輸出量 Oxと輸入量 Omが等しいことを示している。
さて,PT/OPの率の関税が輸入財にかけられるとしよう。この場合は関税は課税国が
負担することになるので，輸入財の国内価格は OTとなり， 輸入量は Om*に減少する
であろう。関税の賦課によって，輸入量の減少，したがって，貿易収支の黒字が生じるこ
とになるが，その幅は原点より下方の縦軸上で測って m*xと示されるであろう。
ここで，さきほど述べたように，非貿易投入財価格の上昇によって，輸出財価格と輸入
財価格がともに上昇するとしよう。それはXX曲線とMM曲線をそれぞれ同じ幅だけ上へ
シフトさせるであろう。このことは輸入量の増加と輸出量の減少をひきおこす。したがっ
て，貿易収支の黒字幅をそれだけ減少させるであろう。このような操作を続けることによ
って，貿易収支の黒字幅を完全にゼロにするような輸出財価格と輸入財価格の上昇率が存
在するほずである。それは第1図で， xx曲線が X'X'曲線に， MM曲線が M'M'曲線
に移行する場合であるとしよう。そのような場合は，原点から下の縦軸上で測って，輸出
量は Okであり，輸入量も Okであり，両者は一致している。 このような黒字幅を完全
にゼロにする輸出財価格，輸入財価格の上昇率は，輸出供給の弾力性と輸入需要の弾力性
を用いて次のように求められるであろう。すなわち，第11図より，
mm*=m*x=m*k十紅=m*m'+xx'
であるから，
mm*=emMt 
m*m'=emMkh 
幻 =e,.Xkh
M: 初期輸入量
X: 初期輸出量
％：輸入需要の弾力性
eが輸出供給の弾力性
t: 輸入財にたいする関税率
kが輸入財価格・輸出財価格の上昇率
とすると，
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kh emMt = -
emM+eぷ
という結果が得られるであろう。 khは輸出財価格， あるいは輸入財価格の上昇率であっ
て非貿易財価格の上昇率そのものではない。しかし，この場合は仮定によって輸入投入財
は用いられておらず，非貿易投入財が唯一の投入財であり，そして，非貿易投入財と産出
財との間には一定の固定的投入係数が存在している。それゆえ，産出財価格の上昇率は，
非貿易投入財価格の上昇率と完全に一致する。それゆえ，このようにして求められた知の
値は，さきの (5.1.7)式の khの値を示すことになるのである。
以上は，輸入財に関税がかけられる場合を仮定したが，それに加えて，さらに輸出財に
補助金がかけられる場合を仮定すればどうなるであろうか。第11図で輸出財にたいする補
助金率を PS/OPとしよう。この場合は輸出量は OX*にふえるのであるから，貿易収支
の黒字幅はそれだけ大きくなり，価格上昇率は．
mm*+xx*=m*m'丑＊“’
xx*=eぷs
s: 輸出財にたいする補助金率
より，
k炉＝emMt+e,,Xs 
emM+e,,X 
と表わされるであろう。このように，非貿易投入財価格の上昇率は，輸入財にたいする関
税率と輸出財にたいする補助金率の加重平均であることが理解されるであろう。
スコット法による実効保護率が示されたので，このところの最後に，それと名目関税率
との関係について示しておこう。スコット法による実効保護率の公式 (5.1.7)に，いま
求めたわを代入して整理して表わすと．
g勺=t汁 ｛叩+(1-い）Ohj切ー a柑i.................... (5.1. 8) 
1-a;;-ah; 
だたし k'h= emM 。r五
emM+e,,X ti 
となる。したがって，
t; 奎他に応じて， g'; 奎t;
ただし P= a;; a;1+(1-k11,)ah; (0~/1~1) 
の関係がえられるであろう。これは実効保護率と名目関税率との関係を示すコーデンの結
果を非貿易投入財が存在する場合について示したものである。そして，この条件中Pは1
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より小さい数であるから，この結果は，非貿易投入財が存在しない場合にくらべて，実効
保護率が名目関税率より大きくなる可能性を示すものであろう。
各方法による実効保護率の比較
以上で求められた5つの方法，すなわち，コーデン法，修正されたコーデ汎去，バラッ
サ法，修正されたバラッサ法，そしてスコット法による各実効保護率の大きさを比較して
みよう。各方法による実効保護率の式を念のため列記すれば次のようである。
コーデン法 g•= t;-a;;f; 1-a;; 
修正されたコーデン法 gCI= 
t 1-a;;t;-wah;tw 
1-a;; ―wah; 
バラッサ法 gb= 
t;-a;;t; 
1-a;;-a1,; 
修正されたバラッサ法 gb'= 
t;-a;;t;-wah;fw 
1-a;; ―Obj 
スコット法 g'= 
t;-a油ーah;kh
1-a,;-ah; 
さて，これらの各実効保護率のあいだの関係をしらべよう。
(1) gCIとgcとの関係
t;>t; り＞しであれば g•'>g• 
朽=tわり=tw ’ g•'=g• 
t;<t;, t;<tw , g•'<g• 
(2) gb と g• との関係
つねに が>g•
(3) が’と g• との関係
朽>t;, t;>wわであれば gb'>g• 
t;=t;, t;=wt,. ” gb'=g• 
t;<t;, t;<， wt,, ’ gb'<g•· 
(4) ずとずとの関係
t;>t;, t;>k,. であれば g•>g• 
t1=t;, t1=kh II gs=g• 
t;<t,, t1<k,, ” ず<gc
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(5)がと getとの関係
t1~a; 山であれば
f;<a;;f; II 
(6) ghtとgetとの関係
つねに
(7) ghtとがとの関係
つねに
(8)炉とがとの関係
つねに
が>g•'
不明
gb'>gc, 
が>gb'
が>c•
これらの結果を組合わせて．さらに次の2種の関係がえられるであろう。
(i) t;>t;, り＞柘， であれば， が>g•>g•
t;<t;, t;<kh, II が＞ず>g•
(ii) t;>t;, t;>tw であれば， が＞が'>gC/>g•
t;>t,, wtw<t;<tw ’ が>gb'>ず>g•'
t;<t;, 朽<wtw ” が＞ず＞が'>g"
関税エスカレーションが多く見られることを考慮に入れると， t;>t,, り>tw,り>khの
場合がいちばん可能性が大きいと考えられるであろう。そこで， (i)の不等関係より，
スコット法による実効保護率はコーデン法による実効保護率ととバラッサ法による実効保
護率の中間にあり，したがって，コーデ冴去は過少評価されているし，バラッサ法は過大
評価されているといえるであろう。すなわち，コーデン法による実効保護率は小さく，バ
ラッサ法による実効保護率は大きくなり，そしてa,;の値が大きくなるにつれて， この2
つの方法による実効保護率の開きは大きくなるであろう。 (ii)の3つの不等関係のなか
で，修正されたコーデン法，修正されたバラッサ法は，修正されないコーデン法，修正さ
れないバラッサ法よりもスコット法に近くなり，その意味で，修正されたコーデン法，修
正されたバラッサ法がスコット法の近似値として用いることが考えられてもよいのでない
だろうか。もっとも，修正されたコーデン法と修正されたバラッサ法のいずれがスコット
法に近いかはいちがいにいえない。しかし，修正されたコーデ冴去は修正されたバラッサ
法よりも計算は容易であるといえることを指摘しておきたい。
70 
実効保護率について (3) (山本） 479 
6. 小国の仮定の除去1)
前節までは，小国の仮定のもとで実効保護率を表わしてきた。小国というのは，課税国
が国際市場で価格支配力，あるいは，価格独占力を持たない国という意味であった。した
がって，産出財も投入財もその価格が課税国にとって所与で，外国供給の弾力性が無限大
であることが仮定されてきた。この節では，小国の仮定を除去することを試みるのである
が，しかし，産出財の場合と投入財の場合とでは事情が異なることを最初に指摘しておき
たい。というのは小国の仮定の除去によって輸入投入財の外国供給の弾力性が無限大でな
くなれば，関税による国内生産の増加は，国内生産要素価格も輸入投入財価格もともに上
昇させる。そして，輸入投入財価格の上昇は，同じ財が国内生産される場合の国内付加価
値を高めるから， 輸入投入財も非貿易投入財も取扱上の基本的な差異はなくなる。 だか
ら，輸入投入財の場合は，前節の非貿易投入財の議論がそのまま妥当するであろう。その
ため，輸入投入財については小国の仮定を維持し，産出財についてのみ小国の仮定が除去
されると考えよう。すなわち，輸入投入財の外国供給の弾力性は，いままでと同様に無限
大と仮定して， 産出財の外国供給の弾力性のみ有限の場合について考察することにしよ
う。そして，そのような場合に実効保護率がどのように変更されるかをしらべることにし
よう。
さて，産出財について小国の仮定が除去される場合を図に描こう。簡単化のために，輸
入投入財は存在するけれども， 図では省略することにしよう。第12図をみていただきた
ぃ。 DDはある商品の国内需要曲線， SSは国内供給曲線，そして S+FS+Fは国内
と外国との両方を合わせた供給曲線である。外国の供給の弾力性が有限であるから， s+
F, S+Fは右上りの勾配を持つ曲線に描かれている。 自由貿易時の均衡点は Eであり
その湯合の輸入量は Om,輸入価格は OPである。さて，この商品に関税がかけられると
しよう。関税の納税者が国内の消費者であれば， DD曲線を関税額だけ下ヘシフトさせ，
関税の納税者が外国の生産者であれば， S+FS+F曲線を関税額だけ上ヘシフトさせ
る。しかし，いずれの場合でも，最終的な結果には変りないから，ここではDD曲線を下
1) :rー デンは小国の仮定が除去された場合については，比較的簡単に論じているにとど
まり，実効保護率の定式化までは行なっていない。 Corden,The Theory of Protection, 
op. cit., pp. 174~179. この節では， これを発展させ， 実効保護率の定式化を試みたも
のである。
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?? ?
゜ 第12図
ヘシフトさせることにしよう。そうすると，関税賦課後の均衡点は E'となり，国際価格
は OT',国内価格は OT8となるであろう。このように，小国の仮定が除去され，課税国
が多少とも価格支配力をもつ場合は，国内の消費者が関税をすべて負担するのではなくな
る。第12図において， この商品1単位の関税額 T'THのうち， PT8を国内の消費者が，
T'Pを外国の生産者が負担することになる。そして， PT8と T'Pの相対的な大きさは，
DD曲線と S+FS+F曲線の弾力性に依存するであろう。これは周知の関税の帰着
(incidence)の問題である。そこで，この商品（産出財）にたいする関税率を記号りで
表わすと， PT8,T'Pの長さは，それぞれ，
PT11=at;P 
T'P= (1-a)t 1P 
a= eF TJD+oS+eF' O~ri.~l 
が最初の価格
TJ: 国内需要の弾力性
l!i: 国内供給の弾力性
e: 外国供給の弾力性
と求められる2)。
2)これは次のようにして求めることができる。均衡状態においては，国内需要量 D は
国内供給彙 Sと外国供給量Fの和に等しい。そして国内需要最と国内供給量はともに
国内価格Piの関数であり，外国供給量は国際価格P2の関数である。したがって，
D (P1)-S(P1)-F(P1)=0 
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第12図から得られたこれらの結果を用いて，実効保護率を表わそう。この場合，実効保
護率のもとになる名目関税は，この国の消費者が負担する関税であって，外国の生産者に
転嫁させる関税ではないから， T'THでなくて PT'である。したがって，前記の記号を
用いて，産出財に関して小国の仮定を除去した場合の実効保護率は，
g;= 
ctt;-a;;t; ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・(6.1.1)
1-a;; 
のように表わされるであろう。すでに述べたように。~ct~l であるから，小国の仮定
を除去した場合の実効保護率は，通常の実効保護率よりもその値が小さくなっている。こ
れは課税国が小国でなく多少とも価格支配力をもつときは，相手国に関税をある程度転嫁
させるから，それだけ国内価格の上昇の度合を低下させ，したがって，国内生産にたいす
る保護の効果を弱めるからである。そして，前記ctの内容から，外国の供給の弾力性が大
きいほど，また，国内需要と国内供給の弾力性が小さいほど，実効保護率は大きくなるで
あろう。
Pi=加(Ht) t: 関税率
が得られる。これらの式を tで微分して整理すると，
ほ7J+斉）魯＋伝魯=O
魯＝魯(1+t)+P2
1(=ユ卓）：国内需要の弾力性D dP1 
e(=怨羞）：国内供給の弾力性
e(=な輩）：外国供給の弾力性
となるが，これを相互に代入し， 初期均衡においては t=O, したがって dt=tあるこ
とを考慮すると
dP1=atP 
d加=(1-a)tP
a= eF 7JD+eS+eF 
が得られる。
Jaroslaw Vanek, International Trade: Theory and Economic Policy. Irwin, 
Homewood, Il., U.S.A. 1962, pp. 284~286. 渡部福太郎他訳『国際貿易ー理論と政
策ー 」東洋経済， 1964,237~238ページ参照。
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この場合，最終財にたいする関税率，輸入投入財にたいする関税率，そして実効保護率
の三者の関係を示すコーデンの命題は次のように変更されるであろう。
(i) 叫 =t; であれば g;=at;=t;
(ii) 叩>fj II gj>約>t;
(ii) 叫<fj II gjく叫<t;
(iv) at;<a;;t; , 釦<o
この結果，小国の仮定が除去される場合は，実効保護率はマイナスとなる可能性が比較
的大きいであろう。たとえば，たまたま a=叩となるとしよう。小国の仮定が存在する
場合は， t;奎t;が g奎りの条件であったが， 小国の仮定が除去された場合は， この同じ
t漢t;が g奎0の条件となるのである。
7. 結びに代えて
実効保護率という概念は，冒頭第1節の実効保護概念の発展のところでも指摘したよう
に，輸入原料にたいする関税がその輸入原料を用いる産業の保護効果を弱め，そのため名
目的な課税が必ずしも保護の度合いを高めるものでないという認識から出発し，発展させ
られたものである。この意味で，実効保護の概念はもともと 1財の生産過程に見出された
きわめて単純な概念であった。ところが， 1960年代後半になって，コーデン，ジョンソン
教授をはじめ多くの学者によって，実効保護率が産業連関表を用いて測定されるととも
に，実効保護率の概念そのものも現代の経済理論のなかに組み込まれ，理論的にリファイ
ンされたものとなった。この覚書は，実効保護率に関するこうした理論面での展開をあと
づけ整理することを意図したものであった。
その結果明らかにされた実効保護率に関する最も基本的な命題は，実効保護率と名目関
税率の相互関係を示した命題であろう。それはしばしばコーデンの結果と呼んだものであ
る。この実効保護率と名目関税率との関係を示す命題を，いままで考察してきた， 2財一
般均衡モデル，生産要素と輸入投入財との間に代替性が存在する場合，非貿易投入財が存
在する場合（スコット法による）， および，小国でない場合等について総括しておこう。
(1) 単純な場合
t; 邸に応じて， gj萎t;
(2) 2財一般均衡モデ,v
l+t1. (l-a2){(1+ti)-a1(l+t1')} 
芦奎 (l-a1){ (1+t2)-a2(l +t2')} に応じて，ナ月告亘乳克―
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(3) 生産要素と輸入投入財間に代替性の存在する場合
a<l であれば， t;奎t;に応じて g; 奎t1
a=1 ’ つねに g;=t; 
a>l ’ tj奎t;に応じて g; 奎t;
0: 生産要素にたいする投入財の代替性の弾力性
(4) 非貿易投入財が存在する場合（スコット法）
t; 奎釦に応じて， g•; 奎t;
ただし O~P~l 
(5) 小国でない場合
at桑hに応じて. gj奎t;
ただし 。ニ迄~1
これらの結果より，最初の単純な場合の実効保護率と名目関税率の関係を示す命題；ま．
その仮定を除去して複雑にした場合には必ずしも成立しないことが明らかにされた。 2財
一般均衡モデルの場合は実効保護率も名目関税率もそれぞれ相対的な比率が問題となるこ
とは当然としても．それ以外の場合は最初の単純な場合の条件が必ずしも成立しなくなる
ことが示された。とくに，代替性が存在し，代替の弾力性が1より大きい場合においては
単純な場合と条件が逆になることは注目に値する変化であった。
このことは次のような問題を生じさせる。すなわち， 以上の結果は実効保護率と名目
関税率との大小関係についてであるが，名目関税率は各湯合においてすべて同一であるか
ら，これらの結果は実効保護率の各場合における差異を示すものである。そうすると．単
純な場合における実効保護率の大きさは，生産要素と輸入投入財との間に代替性の存在す
る場合．非貿易投入財の存在する場合，あるいは小国でない場合には，過大評価，または
過少評価されていることがわかるであろう。われわれは第1節の最初のセクションで真の
保護の度合いは，名目関税率によってではなく，実効保護率によって測定されなければな
らないことを主張した。この認識それ自体は正しい。しかし，上記の総括結果より明らか
なように，単純な場合の公式による実効保護率の測定結果は種々のバイアスを含むもので
あり，必ずしも実質的な保護の度合いを示すものとはいえないことである。
もっとも，こうしたバイアスを生じさせる原因のうち，代替性が存在する場合と小国で
ない場合とはそれほど重要でないであろう。通常は短期的には投入係数は固定的と見なさ
れているし，また現在の世界市場では，ごく少数の商品を除いて輸入国は価格支配力を持
たないと考えられている。生産要素と投入財の非代替性や小国の仮定はむしろ妥当な仮定
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といってよいであろう。そうすると，バイアスの原因としていちばん問題なのは非貿易財
の存在であろう。現実に全産業中非貿易財部門，すなわちサービス部門の占める比率は大
きい。そのうえ，経済が発展すると，サービス産業，情報産業，公共事業等の比率がます
ます増加することが指摘されている。もっとも，非貿易投入財の存在する場合の実効保護
率の修正についてはスコット法のすぐれた方法があることはさきに説明した。しかし，ス
コット法は各商品の輸入需要の弾力性と輸出供給の弾力性に依存していて計算が面倒であ
るうえ，それらの弾力性値の測定結果そのものにも問題がある。したがって，通常はコー
デン法かバラッサ法が用いられている。ということは非貿易投入財が生産要素と同じに取
扱われているか，輸入投入財と同じに取扱われていて，要するに非貿易財が無視されてい
ることである。
非貿易財に関連していまひとつ指摘しておきたいことがある。それは事実上の非貿易財
の存在である。実効保護率において，非貿易財とはその性質上貿易不可能な財（サービス）
をいい，一方貿易財とは，現実に輸入されている財だけではなく現実に輸入されていない
が輸入可能な財も含むものであった。だから，建築，商業，金融，電力等の広義のサービ
ス産業のみが非貿易財として取扱われ，それ以外の産業はすべて貿易財として取扱われて
いる。けれども，サービスでないという意味で形式的には輸入可能財であっても，その国
が圧倒的な比較優位をもち，現実に輸入されそうもない財を貿易財として取扱うことはど
うであろうか。そういう財は関税がかけられること自体ほとんどないないであろうし，か
りに関税がかけられたといって，それを用いる商品の実効保護率が低下し，また関税が除
去されたからといって， 実効保護率が引上げられるというのは全く無意味なことであろ
う。同じことは，差別化が可能な特定の財についても妥当する。たとえば，機械類の部品
はその規格，性能等に関して細かく差別化が行なわれていて，それに合った国産品しか使
われないことが通常考えられるであろう。要するに，こうした財は形式的には輸入可能財
であるが，事実上非貿易財と同じように取扱う方が適切であると思われる。こうした事実
上の非貿易財の占める比率は高度の先進諸国では大きいであろうし，ことに産業連関表の
産業分類を細かくすると当然明確になるものである。
ところが，このような事実上の非貿易財が貿易財として取扱われていることは，そうし
た事実上の非貿易財に対してバラッサ法が適用されていることを意味する。バラッサ法に
よる実効保護率が過大評価であることはさきに指摘した。そうすると，現実にこうした事
実上の非貿易財の占める比率が大きいことは，現実に測定される実効保護率が相当過大評
76 
実効保護率について (3) (山本） 485 
価されていることを示すものである1?。
実効保護率という概念は，関税構造が存在する場合の実質的な保護の度合いを示す指標
として考案されたものである。この意味で，実効保護率の認識は大きな進歩であった。し
かしいま述ぺた理由によって， 現行の実効保護率の測定方法は測定値のバイアスが大き
く，信憑性が低いといわなければならない。したがって，実効保護率の測定結果の利用に
は慎重さが必要であり，とくに，その国際比較などは簡単に行なうべきでないでと思われ
るのである。
付記 小稿(1),(2), (3)については，同僚の楠貞義氏から多くの誤りや不適切な点を指摘
していただき．そのため多くの改善が得られました。厚くお礼申し上げます。
1)例を挙げると，世界銀行と米州開発銀行とがパラッサ等に依頼して測定した，開発途
上国の実効保護率のなかには次のような異常に高い結果が見られる。
名目関税率（彩） 実効保護率（彩）
バラッサ法 コーデン法
チ リ - (1961年）
食品加工 82 5,350 2,884 
皮革製品 161 1,094 714 
パキスタン (1963/64年）
絹および絹布 174 9,900 488 
ミ シン 85 1,330 257 
フィリヒ°ン (1965)
電球 125 4, 155 2, 320 
B. Balassa and Associates, The Structure of Protection in Developing Countries, 
op. cit., pp. 159, 237, 275. 
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